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1．はじめに

2016 年1月の総統選挙、立法委員選挙では民主
進歩党（以下、民進党と略）がともに勝利を収め1 、
同年5月 20 日に蔡英文政権が発足した。2016 年
12 月初頭現在、その選挙戦において蔡英文総統が
公約した経済政策の骨格が次第に具体性を帯びた
形で発表されるようになってきている。そこで、
本稿では、蔡英文政権の経済政策を整理し、それ
を基に日台アライアンスの今後の方向性について
検討していきたい。

蔡英文政権が打ち出している経済政策は、前政
権の馬英九政権が十分に解決しえなかった経済的
課題を意識したものが多い。そのため、まず第2
章では、馬英九政権期の経済的課題を概観する。
第3章では、それらの経済的課題に対して、蔡英
文政権が打ち出している重要な経済政策の概要を
紹介する。そのうえで、第4章では、それらの経
済政策を前提としたうえで日台アライアンスの今
後の方向性と課題について検討する。

2．蔡英文政権へ積み残された経
済的課題

（1）馬英九政権に対する不満の所在

2016 年1月の選挙で民進党が勝利を収めた最
大の理由は、国民党の実績に対する不満にあった。
財団法人台湾智庫が 2016 年1月 17～18 日に実施

したアンケート調査では、「与党のパフォーマン
スに対する不満の結果」が蔡英文総統が勝利を収
めた理由の筆頭に挙げられている（回答率は
33.6％)2 。

有権者が 2016 年1月の投票時点で馬英九政権
の何に不満を持っていたのかは、明確にはわから
ないが、世論調査から判断して、生活の質の向上、
安心・安全の確保などの面で不満を感じている有
権者が多かったのではないかと推察される。
TVBS 民意調査中心は 2016 年1月 26～27 日に
実施したアンケート調査で「蔡英文氏が総統就任
後に最優先に処理することを期待する事項・問題」
について聞いている。最も回答率が高かったのは

「経済発展」（回答率 29％）、次いで「賃金水準の引
き上げ」（同 11％）、「食品安全の維持」（同 10％）
であった。優先処理を期待する項目を最大三つま
で選べるとした場合でも「経済発展」への期待が
最も高い（回答率 51%）。次いで「両岸関係の維
持」が第2位につけているが（同 29％）、第3位以
降は「食品安全の維持」（同 25％）、「賃金水準の引
き上げ」（同 23％）、「就業改善・失業の減少」（同
21％）、「『居住正義』の実現」（所得の高低にかか
わらず一定水準の住居に住めるようにすることを
指す、同 20％）の順となっている（図表1）3 。こ

交流 2016.12 No.909

― 1 ―

1 民進党の正副総統候補であった蔡英文氏・陳建仁氏は
56.1％の票を得て当選、立法委員選挙では、113 議席中、民
進党は総議席数の 60％に相当する 68 議席を得て、初めて
立法院で過半数の議席を確保した。

2 財團法人台灣智庫「2016 總統大選後：台灣民眾對新政局的
期待民調記者會」2016 年1月 21 日、p.12（http://www.
taiwanthinktank. org/page/chinese_attachment_
1/3086/1601__________________V4.pdf、2016 年 12 月5日
アクセス）。

3 TVBS 民意調查中心「民眾對蔡英文上任總統期望民調」
2016 年1月 27 日、pp.6-7（http://other.tvbs.com.tw/
export/sites/tvbs/file/other/poll-center/0501262.pdf、
2016 年 12 月5日アクセス）。



こから、生活の質や安心・安全といった面で少な
からぬ有権者が馬英九政権の施策に不満を持って
いた可能性が示唆されている。

（2）馬英九政権期の経済パフォーマンス

①「経済建設 633 目標」の未達成
馬英九総統は、2008 年3月の総統選挙の際に

「経済建設 633 目標」を掲げて闘い、総統の座を射
止めた。「経済建設 633 計画」とは、2期8年のう
ちに年平均実質 GDP 成長率を6％以上、1人当
たり GDP を3万ドル以上に引き上げるととも
に、失業率を3％以下に引き下げるという公約で
あった。2008 年9月のリーマンショックに端を
発した世界金融危機の影響を受けたという意味で
馬英九政権は不運であったが、2008～2015 年の年
平均実質 GDP 成長率は 2.8％、2015 年の1人当
たり GDP は2万 2,384 ドル、2015 年 12 月の失
業率は 3.9％となり、馬英九政権は公約を果たす
ことができなかった。
②実質賃金の低迷

生活実感という意味では、実質賃金の伸び悩み

が問題視された。馬英九政権下においても、2003
年に記録した1人当たり実質賃金の過去最高値を
上回ることができなかった。2003 年の1人当た
り実質賃金を 100 とした場合、2015 年時点でも
99.4 にとどまっている（みずほ総合研究所推計）。
1990 年代以降、台湾の産業構造が資本集約型に移
行するに伴って減価償却の負担が増大し、雇用報
酬の拡大を抑制するようになっており、さらに
2000 年代後半以降になると、資本集約型産業の業
況も厳しくなり、賃金の伸びが一段と抑制される
に至った。付加価値の向上とその労働者への分配
拡大が大きな課題として強く意識されるように
なったのである。
③格差意識の広がりと住宅取得コストの上昇

こうした環境の下、所得格差が拡大していると
の認識が台湾社会で広がった。実際のところ、ジ
ニ係数、あるいは、政府による所得移転後の世帯
可処分所得上位 20％の可処分所得に対する下位
20％の比率でみて、馬英九政権期に格差が顕著に
広がったわけではない。しかし、林宗弘（2015）
によると、自らを中間層と位置付ける人の割合が
減少しているほか、貧富の差が非常に深刻だとの
認識を持つ台湾市民も過半数を超えるようになっ
ている4 。

そうした認識を生み出した可能性があるのが、
住宅取得コストの高まりである。馬英九政権発足
前の 2008 年1～3月期の住宅価格対年収比5 は
6.1 倍、住宅ローン返済額対月収比6 は 27.9％
だったが、2015 年 10～12 月期にはそれぞれ 8.5
倍、35.8％に高まっている。それが「『居住正義』
の実現」を求める声につながっているのである。
④安心・安全に対する懸念
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4 林宗弘「臺灣階級不平等擴大的原因與後果」（中央研究院經
濟研究所『臺灣經濟預測與政策』45：2、2015 年、pp.45-68）。

5 住宅価格の中央値÷世帯年間可処分所得の中央値。
6 住宅ローン月間返済額の中央値÷世帯月間可処分所得の中

央値× 100。

（注）調査時点は 2016 年1月 26～27 日、優先3項目は重視す
る3項目について複数回答を求めたもの。

（資料）TVBS 民意調查中心「民眾對蔡英文上任總統期望民調」
2016 年1月 27 日、pp.6-7（http://other.tvbs.com.tw/
export/sites/tvbs/file/other/poll-center/0501262.pdf、
2016 年 12 月5日アクセス）より、みずほ総合研究所作成

図表1 蔡英文氏が総統就任後に優先的に処理することを期待す
る事項・問題



また、安心・安全に対する懸念としては、年金
給付の持続可能性、高齢者介護をめぐる不安など
が指摘されてきた。年金に関しては、軍人退職基
金、公務員退職基金、教員退職基金ですでに保険
料収入よりも給付が多くなっており、労工退職基
金も 2018 年にその状態に陥る見込みである。そ
の状態を放置すれば、最も早い軍人退職基金で
2020 年に、最も遅い公務員退職基金でも 2031 年
には基金が枯渇する恐れがある7 。そういう状況
であれば、よりいっそう高齢者介護のコスト負担
に対する懸念も高まりやすい。その他、不正食用
油事件など、食品の安全をめぐる問題も馬英九政
権期に頻繁に浮上し、その対応をめぐって馬英九
政権に対する批判の声が高まった。
⑤「中国活用型発展戦略」への批判

馬英九政権は、対中経済交流の拡大・深化を通
じて台湾経済の活性化を図ろうとしてきた。いわ
ば「中国活用型発展戦略」である8 。その結果、訪
台中国人の増加による外貨収入増などの効果がも
たらされたものの9 、「経済的な恩恵は一部の者に
しか及んでおらず、中台関係で私腹を肥やしてい
る者がいる」（「両岸権貴」）との批判の声が上がっ
た。その他にも、中国との関係強化に対する様々
な政治的・経済的懸念が指摘され、2014 年3月に
は「サービス貿易協定」の審議プロセスをめぐり
激しい抗議運動（「ひまわり学生運動」）が起こる
に至った。

また、ECFA（海峡両岸経済協力枠組み協定）

が 2010 年9月に発効し、2011 年元旦から 2013 年
元旦にかけてアーリーハーベスト対象品目の関税
撤廃が行われたものの、中国の輸入総額に占める
台湾製品のシェアは、競合関係の強い韓国製品と
比べて大きく改善したわけではなかった（図表
2）。中国との関係強化を図ったとしても、台湾
自身の競争力が強くなければ、その恩恵を十分に
は受け切れないことが示されたともいえよう。
⑥投資環境の再整備と生産性の向上の必要性

台湾の競争力に関連して、台湾中央銀行が興味
深い分析を行っている。世界金融危機前後の実質
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7 總統府國家年金改革委員會「年金制度，為甚麼現在要改！
非改不可？」（http://pension.president.gov.tw/cp.aspx?
n=4B4ECF469B4D0122&s=54CA3ADDDCE03F52、2016
年 12 月5日アクセス）。

8 その概要は、伊藤信悟「2期目を迎えた馬英九政権の課題」
（公益財団法人交流協会『交流』2012 年6月、vol.855、1
～8頁）。

9 みずほ総合研究所の試算では、訪台中国人がもたらした外
貨収入は 2008 年の 136 億台湾ドル（GDP 比 0.1％）から
2014 年には 1,874 億ドル（同 1.2％）に増えている。

（資料）中国海関総署、CEIC Data、台灣經濟研究院「各國商品
進出口統計資料庫」より、みずほ総合研究所作成

図表2 中国の輸入総額に占める台湾・韓国製品のシェア
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（資料）台灣中央銀行「6月 30 日央行理監事會後記者會參考資
料」2016 年6月 30 日、p.58（http://www.cbc.gov.tw/
public/Attachment/67251337471.pdf）より、みずほ総合
研究所作成

図表3 台湾の実質GDP成長率の低下要因



GDP 成長率の低下要因を循環要因と構造要因に
分解すると、約6割が循環要因、約4割が構造要
因、すなわち潜在成長率の低下によるものである
ことがわかる（図表3）。つまり、台湾経済が伸び
悩んだ理由を世界経済の減速のみに帰すことはで
きないということだ。

また、成長会計分析を行うと、労働投入、資本
投入、全要素生産性いずれも低下傾向にあり（図
表4）10、少子高齢化を背景とする生産年齢人口
の伸び鈍化、投資環境の改善の遅れ、イノベーショ
ンのスピード鈍化が示唆されている。これらの課
題を克服しきれなかったことが馬英九政権に対す
る厳しい評価につながったのだろう。

3．蔡英文政権の経済政策

（1）投資の活性化

蔡英文政権は、それらの不満を強く意識した経
済政策を打ち出している。

第一に、投資の活性化である。2016 年8月に国
家発展委員会が発表した「投資拡大プログラム」
がその中核的政策である（図表5）。その政策の

柱は四つある。
第一の柱は、「投資環境の改善」であり、工業用

地の価格抑制、夏季の電力不足懸念の解消、気候
変化や水道管の老朽化に伴う水不足リスクの緩和
を図る方針である。

第二の柱は、「民間投資の活性化」である。産業
創新条例により税制面での投資優遇が少なくなっ
てしまったこと、新たな投資の標的が不足してい
ること、生活関連産業の発展支援の不十分さが民
間投資の低迷につながっていると蔡英文政権は認
識している。そうしたことから、IoT（モノのイ
ンターネット）、人工知能、省エネ・蓄電関連設備
を対象とした固定資産耐用年数の見直し、「五大
科学技術産業イノベーション研究開発計画」の対
象領域における企業の実験場提供、来台観光のイ
ンセンティブ向上、文化創意産業の発展支援を目
的としたファンドの設立、「産業創新転型基金」（日
本の産業革新機構に類似）・「国家級投資公司」（国
家発展基金と民間企業共同出資のベンチャーキャ
ピタル会社）による資金提供を呼び水とした民間
投資の活性化などが具体的な施策として打ち出さ
れている。

第三の柱は、「国営企業や政府が出資する民営
企業（「泛公股」）による事業投資の強化」であり、
国有企業や「泛公股」を利用してインフラや新興
産業の発展に有利な環境の整備が図られることに
なった。

第四の柱は、「デジタル分野でのイノベーショ
ン強化」である。企業のデジタル化への対応を促
すことに主眼があり、イノベーション志向の政府
調達、産業顧問サービス団の設立による IoT・ビッ
グデータ関連の技術支援などを図ったり、シンガ
ポールを参考とした Fintech Office を設置するな
どして、ネット金融の発展を促すことなどが企図
されている。
（2）イノベーションの活性化

イノベーションの活性化に関しては、「五大科
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10 なお、2000～2007 年、2008～2015 年にわけて成長会計分
析を行っても同様の結論になると、行政院主計総処の分析
は示している（國家發展委員會「行政院第 3512 次會議 擴
大投資方案」2016 年8月 25 日、p. 7）。

（資料）台灣中央銀行「6月 30 日央行理監事會後記者會參考資
料」2016 年6月 30 日、p.60（http: //www. cbc. gov.
tw/public/Attachment/67251337471.pdf）より、みずほ
総合研究所作成成

図表4 台湾の成長会計



学技術産業イノベーション研究開発計画」が重視
されている。「五大」とは、①グリーンエネルギー
技術、②スマート機械、③アジアシリコンバレー
計画、④バイオ医薬、⑤国防産業を意味している

（図表6）。これまでの関連政策との違いについて
蔡英文政権は、①ハイテク製品の一部品の開発も
さることながら、トータルソリューションの提供
やシステム全体の設計のための研究開発を重視し
ている点、②先進国の先端的なイノベーションセ
ンターとのリンケージ強化に力点を置いている
点、③地域のバランスのとれた発展に配慮してい

る点が、これまでのハイテク産業育成策とは異な
ると説明している。

（3）「五大社会安心計画」

他方、生活の質の向上、安心・安全の確保とい
う課題に対して蔡英文政権は「五大社会安心計画」
の具体化を急いでいる。「五大社会安心計画」と
は、①「安心住宅計画」、②「食品安全計画」、③

「コミュニティケア計画」、④「年金永続計画」、⑤
「治安確保計画」を指す。

このうち、①「安心住宅計画」とは、2016～2024
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（資料）國家發展委員會「行政院第 3512 次會議 擴大投資方案」2016 年 8 月 25 日より、みずほ総合研究所作成

図表5 「投資拡大プログラム」の概要



年の間に 20 万戸の「社会住宅」（青年・中産階級・
単親家庭・心身障害者・高齢者などのための公営
賃貸住宅）を提供し、「居住正義」の実現を目指す
計画である。

②「食品安全計画」は、ISO22000（食品安全マ
ネジメントシステム）、HACCP（危害要因分析に
基づく必須管理点）などの国際規格の採用促進、
強制的なトレーサビリティ制度、産地表示制度の
全面展開などを主内容としており、その一環とし
て食品生産・流通・消費など各段階で安全性の確
認を強化することを目的とした政策（「食安五環
的推動策略及行動方案」）が 2016 年6月に閣議決
定され、実行に移されている。

③「コミュニティケア計画」は、託児サービス
の公共化推進とコミュニティ型長期介護サービス
の普及の2本柱の計画だ。前者は、公立・非営利
幼稚園による幼児受け入れを拡大し、2017～2020
年の間に2万 8,440 人の幼児に良質で安価な教
育・保育サービスを提供するとともに、家計の負

担を減らすという内容である。後者については、
「長期ケア 10 年計画 2.0」が 2016 年9月に閣議決
定されており、2017 年より本格始動される見込み
である。この計画は、大病院や外国人労働者など
による介護が主体であった現状を変え、居住地の
近くで効果的・効率的に介護サービスを提供でき
るようにしようとするものであり、コミュニティ
内の介護資源を有機的につなぐことになっている

（図表7）。また、サービス対象者の拡大、サービ
ス内容の拡充も図られることになっている。

④「年金永続計画」は、高齢者のベーシックニー
ズの充足、年金収支の永続的なバランス確保を目
標に、(a)漸進的調整、(b)制度の簡素化、(c)適度
な退職年齢の引き上げ、(d)所得代替率の漸進的
合理化の原則の下、「国家年金改革委員会」、「年金
国是会議」を開催し、職業や世代による不公平を
解消するための法案を就任1年以内に策定すると
の公約を指す。実際、蔡英文政権は、その公約を
果たすべく発足後すぐに国家年金改革委員会を立
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（資料）行政院ホームページ（http://www.ey.gov.tw）、国家発展委員会ホームページ（http://www.ndc.gov.tw）より、み
ずほ総合研究所作成

図表6 「五大科学技術産業イノベーション研究開発計画」の概要
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（資料）衛生福利部「長期照顧十年計畫 2.0 報告」2016 年9月 29 日、衛生福利部「長照 2.0 懶人包-3mins 了解重要政策！」
（http://www.mohw.gov.tw/MOHW_Upload/doc/%E6%87%B6%E4%BA%BA%E5%8C%85_0055618004.pdf、2016
年 12 月6日アクセス）より、みずほ総合研究所作成

図表7 「長期ケア 10 年計画 2.0」のポイント

（資料）台灣行政院經貿談判辦公室・國家發展委員會「新南向政策推動計畫」2016 年9月5日より、みずほ総合研究所作
成

図表8 「新南向政策」の概要



ち上げて議論を重ねており、年明けの 2017 年1
月には「年金改革国是会議」を開いてコンセンサ
スを形成し、同年5月には立法院（国会に相当）
での法案審議に入ることを企図している。

⑤「治安確保計画」は、マフィア・銃問題、ド
ラッグ、詐欺、婦女・児童への暴行問題の解決を
狙ったものである。

（4）「新南向政策」

蔡英文政権は対中関係の安定に配慮しつつも、
馬英九政権の「中国活用型発展戦略」に対する批
判などを背景に、対中経済依存度の引き下げを企
図した「新南向政策」を推進している（2016 年9
月に推進計画を発表）。この政策は、ASEAN10
カ国、南アジア6カ国、オーストラリア、ニュー
ジーランドの 18 カ国との間で、経済はもとより、
文化・教育など多様な分野で双方向の交流を深め、

「経済共同体意識」を醸成することを狙ったもの
であり11、資源の共有、人材交流、地域連携を強化
し、経済協力の強化につなげていくことが目標に
据えられている。

4．日台アライアンスの行方

（1）対日連携強化を模索する蔡英文政権

蔡英文政権は上記の政策を推進するにあたっ
て、日本を含めた先進諸国との連携を強化しよう
という姿勢を示している。例えば、「五大科学技
術産業イノベーション研究開発計画」では、グリー
ンエネルギー、スマート機械、バイオ医薬などの
領域で日本企業との連携が意識されている。「新
南向政策」においても、インフラ輸出、市場開拓
の面で、日本企業との連携強化が明示的な形で施

策として盛り込まれている。また、介護体制の整
備など、「安心・安全社会」の構築に関しても、日
本など先進国の経験が参考にされているほか、介
護・医療分野での日本企業とのアライアンスに対
する関心も高い。

（2）台湾と共通の課題を抱える日本

日本は、現在蔡英文政権が抱えている課題と似
た課題を抱えており、いくつかの課題については
台湾に先んじて取り組みを進めているものもあ
る。

日本は台湾以上に実質賃金の減少傾向に苦しん
でおり、投資環境を再整備して、イノベーション
を活性化させる必要があることは論を待たない。
エネルギーの安定供給とグリーンエネルギーの活
用の両立、IoT やビッグデータの活用、インダス
トリー 4.0 への対応、バイオ医薬産業の発展加速
などは、日本でも次世代の成長領域に位置付けら
れている。

少子高齢化、人口減少も台湾より早期にスター
トしており、持続的な介護・年金制度の構築も不
可避の課題である。託児所不足についても同様で
ある。

内需の力強い回復が期待しにくいなか、海外市
場の開拓が企業の大きな経営課題の一つとなって
いることも台湾と同じである。しかも、中国市場
の先行き不透明感などを背景に、ASEAN 市場の
開拓により注力する必要があると感じている日本
企業も増えている状況にある。

また上記では触れられなかったが、防災対策、
都市再開発、インフラ補修などの面でも日本の経
験が台湾で活きる可能性はあるだろう。

（3）日台アライアンス拡大の課題

このように課題や問題意識の共通性から判断し
て、日台企業のアライアンス拡大の潜在性は高い
といえるだろう。しかも、蔡英文政権が日本との
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11 李登輝政権期に実施された「南向政策」は、対東南アジア
投資の奨励に主眼があったが、「新南向政策」はそれよりも
広範囲な交流が企図されている。



連携を政策的にサポートしようとしていることは
上述のとおりである。

ただし、実際に日台アライアンスを拡大してい
くうえでは、いくつかの課題があることは確かだ。

第一に、日台双方とも、成長戦略の一環として
規制緩和などを進め、様々な社会的実験ができる
環境を実際に早期に創り出す必要がある。例え
ば、IoT 産業の発展には、ハードウェアの発展も
さることながら、いかに多様な応用実験の機会を
創出できるかが影響を与える。

第二に、産業・企業情報の流通促進である。と
りわけ「新南向政策」の推進に当たっては、現地
の台湾企業が販路など、いかなるネットワークを
もっているかについて情報を収集し、提供するこ
とが望まれる。台湾企業の対東南アジア投資は決
して少なくはない。2016 年6月までの台湾企業
の累計投資額は、タイでは日本、米国に次いで第
3位、ベトナムでは韓国、日本、シンガポールに

次いで第4位、マレーシアでは、日本、米国、シ
ンガポールに次いで第4位、カンボジアでは第7
位である12。それゆえ、台湾企業も東南アジアで
一定のネットワークをもっていると推察される
が、その情報を得ることは容易ではない。そうし
た情報があれば、日本企業と台湾企業の東南アジ
アでのマッチングの機会も増えるだろう。

第三に、上述の通り、蔡英文政権は文化創意産
業の発展支援を目的としたファンドの設立、「産
業創新転型基金」・「国家級投資公司」による資金
提供を呼び水に民間投資を活性化しようとしてい
るが、投資対象の選択が不適切であれば、資源の
浪費になってしまう。有望な産業・企業を選ぶ「目
利き」の力が問われている。いかにその力を高め
られるか、は非常に難しい課題だが、投資先の選
択の段階から日本を含む海外企業と連携するなど
の工夫が必要だろう。
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12 經濟部投資業務處「我國在東協各國投資統計表」（http:
//twbusiness.nat.gov.tw/old/pdf/inv_3.pdf、2016 年 12 月
6日アクセス）。
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